
































































































































































































































Shimamura, Y., Matsushima, M., Yamada, 
H. &Nguyen, T. M. （2018）.Willingness-to-
Pay for Family-Based Health Insurance: 
Findings from Household and Health 
Faci l i ty Surveys in Central Vietnam. 








で活動するNGO、Yangon University of 
Economicsの研究者などにヒアリングを
し、活動場所の視察を行った。今後の研究
のために役立つ情報が多く得られた。
松島みどり講師退職によりプロジェクト継続
せず。
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〔研究所活動報告〕
令和2年度　比較地域研究所共同研究概要
（掲載順不同）
研究課題名
大学研究成果および地域文化資源の活用
を通じた地域活性化の比較研究
研究員
明石　芳彦 大阪商業大学　教授
 （研究代表者）
狭間惠三子 大阪商業大学　教授
宮田由紀夫 関西学院大学　教授
研究目的
　世界的に著名とはいえないが、研究上興味
深い事例を現地調査し、地域固有の活性化政
策や影響度を比較研究し、類似要因をもつ他
地域との違いをもたらした条件を明らかにす
る。本研究での地域資源は、大学研究成果と
地域文化資源およびその融合である。いずれ
も他地域の模倣的取組ではなく、地域の強み
を最大限生かし、最善で先端的な水準を実現
している点に共通性があると思われる。
　アメリカでは、先端研究成果の事業化と産
業的拠点形成に関してニューヨーク州アルバ
ニーとカリフォルニア州サンタバーバラ地区
（半導体関連）、アメリカ中部・南部の大学研
究成果と地域貢献の関係と実現過程を現地調
査する。また、ニューメキシコ州の地域文化
と先端研究所・大学研究活動と地域活性化の
関係を現地調査する。オーストラリアでは、
クリエイティブ産業概念につながるcreative 
nationという国家発展ビジョンとのその政策
および、その後の文化産業とメディア技術融
合などの活性化効果を現地調査する。台湾で
は、都市政策・都市デザインと伝統的文化や
風水思想などとの関係を現地調査する。ドイ
ツ・ルール地方では、欧州文化首都に選ばれ
た旧工業地帯の都市再生を産業遺産の文化的
活用の事例として現地調査する。
研究計画
研究会の開催：ウェブ形式での論点整理
出　　　　張：現地調査の実施（オーストラ
リア、台湾、アメリカに各1人）
　なお、令和2年度に実施する予定の海外出
張調査は当面、令和3年度（以降）に延期され
た状態である。
研究課題名
グローバル化が深化した東アジア地域企
業の経済・経営的な側面と文化の融合に
関する実態調査研究
研究員
池田　　潔 大阪商業大学　教授
 （研究代表者）
前田　啓一 大阪商業大学　教授
金　　早雪 大阪商業大学　教授
金　　泰虎 甲南大学国際言語文化センター　
教授
和田　聡子 大阪学院大学　教授
許　　伸江 跡見学園女子大学　准教授
研究目的
　近年のグローバル化の深化により、ASEAN
諸国をはじめ、東アジア地域への海外直接投
資が大幅に増加している。グローバル化の初
期段階では、現地日系企業に日本の技術や
JITをはじめ、品質向上のための取組みが行
われたが、現在ではローカル企業にも広がり
を見せている。また、日本で始まった６次産
業化に取組む動きも見られるなど、グローバ
ル化はさらなる広がりと深化を見せている。
このほか、これまで研究してきたCSRも、
SDGs時代の中で、日本的CSRが喧伝される
など、新たな動きを見せている。こうしたグ
ローバル化が深化していく課程では、自国文
化を尊重しながらも、日本文化との融合も進
んできていると考えられ、文化面の融合が企
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業経営にもプラスに影響していると考えられ
る。
　本研究では、上記のような問題意識の下、
これまでの東南アジア研究をさらに発展させ
る。具体的には、東アジア諸国における日系
企業の行動や、ローカル企業における日本的
経営の浸透度、6次産業化の取組みやCSRの
各国の実態について、ヒアリング調査を中心
に研究を進める。次に、日本的な取組み等、
日本的経営を取り入れたローカル企業では、
文化面でも融合が進んでいると考えられる
が、企業内で日本文化と現地文化がどのよう
に融合し、企業の発展につなげているか、そ
の実態や課題について明らかとする。
研究成果
　令和2年度の事業は、残念ながらコロナに
より、計画されていたプロジェクトはすべて
来年度に持ち越されることとなった。
研究課題名
世界都市の若いホワイトカラー層の居住
貧困とその住宅政策
――北京とソウルの比較研究
研究員
閻　　和平 本学経済学部・教授
 （研究代表者）
全　　泓奎 大阪市立大学都市研究プラザ・
教授
研究目的
　グローバリゼーションの進展に伴って、世
界経済は少数の世界都市と呼ばれる大都市に
牽引・支配される傾向が強くなっている。森
ビル財団の研究によると、 北東アジアにおい
て、東京が総合3位の地位をキープしている
中で、ソウル、北京が健闘し、経済分野では、
2019年に北京が東京よりランキング上位と
なった。 これらの都市は多国籍企業・高度人
材・巨大資本が集積している一方、都市内部
では、激しい格差を生み出している。少数の
成功者に対して、成功を夢に見てチャンスを
求めて都市に新規流入してくる若いホワイト
カラー層が都市の競争力を支えながらも居住
困窮状態に追いやられている。北京とソウル
は図らずも華やかな経済パフォーマンスと裏
腹に、一様に深刻な若いホワイトカラー層の
居住問題を抱えている。 本研究は、世界都市
と目され、ともに世界経済を牽引する地位に
ある両都市においてその経済発展を支えてい
る若いホワイトカラー層の居住問題に焦点を
当てて、彼らの置かれている居住実態を明ら
かにし、居住困窮に陥る制度的・政策問題を
探索してゆく。
研究計画
①研究会の開催
②現地調査の実施（中国、韓国）
③文献研究
　ただし、新型コロナの蔓延を受けてプロ
ジェクト始動を1年間遅らせることにした。
